
京都府住生活基本計画 
（現行計画） 

に基づく主な施策の取組状況 

令和２年７月１６日 
京都府建設交通部住宅課 
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資料１－３ 



《重点目標Ⅰ》 
府民安心の再構築 

◆目標１  

  社会全体での子育てに 

  向けた住環境の整備 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

  ◆目標１ 社会全体での子育てに向けた住環境の整備 

 １）公的賃貸住宅への入居の支援 
 

  ●子育て、新婚世帯に対する公営住宅等の優先入居など 

募集戸数 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

優先入居 １２１戸 １１１戸 １１４戸 １２４戸 

期限付き入居 ２戸 ３３戸 １９戸 １７戸 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

契約実績 
１４団地 
１８４戸 

１７団地 
２２６戸 

１８団地 
２６６戸 

１９団地 
１７０戸 

        ・府営住宅における優先入居等の募集 

  ●多子世帯向け住戸の確保と住み替えによるミスマッチの解消 

        ・府営住宅の子育て支援住宅整備(子育て専用住戸)の供給 

        ・ＵＲ賃貸住宅での子育て割、そのママ割(定期借家)の実施 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

整備戸数 ２０戸 ２０戸 － － 3 



《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

  ◆目標１ 社会全体での子育てに向けた住環境の整備 

   ●公営住宅の建替え、改善時に子育てに配慮した住戸仕様 

        ・府営住宅等における子育てに配慮した集会所整備 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

整備団地数 ３団地 ３団地 １団地 ５団地 

２）公営住宅における先導的な取組の推進 

  ●公営住宅の目的外使用による新たな展開や福祉・大学・地域との連携など 

        ・大学と連携した市営住宅の子育て世帯向けリノベーション（京都市） 

整備戸数 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

洛西ニュータウン ４０戸 ２２戸 １４戸 １４戸 

向島ニュータウン １０戸 ３１戸 １８戸 １８戸 

その他 ５戸 １４戸 １８戸 ６戸 

合     計 ５５戸 ６７戸 ５０戸 ３８戸 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

  ◆目標１ 社会全体での子育てに向けた住環境の整備 

 ３）民間住宅における子育て世帯や多子世帯、多世代同居・近 
  居世帯への支援 

  ●融資制度に対する支援や住宅の取得時の不動産取得税の特例措置 

        ・子育てに係る費用全般を対象とした融資を金融機関と協働して実施 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

融資実績 ３０件 ２９件 ２４件 １７件 

        ・多子世帯が不動産を購入する際の不動産取得税の軽減 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

適用実績 １件 ２６件 ２１件 ２０件 

  ●子育て応援住宅総合支援制度(リフォーム助成等)の創設 

        ・結婚から子育てまでの住宅確保経費(リフォーム・購入等)を総合的に支援 

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

助成件数 ３件 ２３件 ２６件 

助成額 1,149千円 7,431千円 9,247千円 

  ※ すべて子育て世帯（多子世帯、三世代同居・近居世帯） 5 



《重点目標Ⅰ》 
府民安心の再構築 

◆目標２  

 高齢者等が安心して住み 

  続けられる住環境の整備 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標２ 高齢者等が安心して住み続けられる住環境の整備 

 １）住宅のバリアフリー化等の推進 
  ●既設公営住宅のバリアフリー化等の推進 

        ・府営住宅における住戸部分・共用部分のバリアフリー改善 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

住戸部分 ３０３戸 ３１８戸 ２６６戸 １９８戸 

ＥＶ・スロープ設置 ２棟 １棟 － ４棟 

  ●低利融資、助成制度による民間住宅のバリアフリー化の推進 

        ・京都府住宅改良資金融資制度(21世紀住宅リフォーム資金融資) 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

融資件数    

        ・介護予防安心すまい推進事業(助成事業) 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

融資件数 ６６件 ６３件 ４４件 ４２件 

府補助額 6,362千円 5,942千円 4,063千円 4,334千円 

実   績   な   し 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標２ 高齢者等が安心して住み続けられる住環境の整備 

 ２）サービス付き高齢者向け住宅等の多様な住まいの供給促進 
  と高齢者共生型まちづくり 

  ●サービス付き高齢者向け住宅や空き家活用による住宅確保・生活支援 

        ・サービス付き高齢者向け住宅の登録 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

登録戸数（累計） 
 

(うち京都市) 

4,547戸 
 

(3,398戸) 

5,174戸 
 

(3,904戸) 

5,351戸 
 

(3,986戸) 

5,547戸 
 

(4,099戸) 

        ・既存の空き家等を活用した住まいの確保の支援や日常的な生活支援 
                  (高齢者住まい・生活支援モデル事業) 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

入居契約（累計) ５０件 ６９件 ９１件 ９７件 

相談件数(累計) 729件 1,275件 1,454件 1,535件 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標２ 高齢者等が安心して住み続けられる住環境の整備 

 ３）公営住宅における取り組み 
  ●福祉部局等との連携により高齢者・障害者などの居住の安定と、入居者の 
   ニーズに応じた住み替えの促進 

        ・府営住宅における高齢者や障害者の優先入居 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

募集戸数 (高齢者) ４１戸 ４２戸 ３９戸 ４２戸 

募集戸数 (障害者) １５戸 １５戸 １９戸 １３戸 

４）高齢者に対する適切な住情報の提供 
  ●住まいのほか、生活支援などの総合的な相談窓口の設置や情報提供を推進 

        ・京都府居住支援協議会による高齢者入居サポーターの登録 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

開催数 ４回 ４回 ４回 ４回 

相談者 ２７組 ３９組 ２４組 ３４組 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

年度末時点登録者 ２７名 ２７名 ３０名 ３９名 

        ・京都市居住支援協議会による高齢者の住まいの相談会の実施 
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《重点目標Ⅰ》 
府民安心の再構築 

◆目標３ 

 住宅市場全体の中での住宅 

 セーフティネットの構築 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標３ 住宅市場全体の中での住宅セーフティネットの構築 

 １）地域における公的賃貸住宅全体のストック数や地域特性、 
  需給バランスを踏まえた適正な公営住宅の供給 

  ●公共賃貸住宅事業者の連携により、必要な公営住宅の供給量を確保 

        ・公営住宅の的確な供給 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

募集戸数 ６９６戸 ６９１戸 ６９２戸 ６７５戸 

        ・京都府地域住宅協議会における公的賃貸住宅の供給に係る協議等 

Ｈ２８～Ｒ１年度 

市町村等と公的賃貸住宅の供給について協議・情報交換 

  ●多様な世帯が居住・交流できる機能等を備えた公営住宅等の整備を促進 

        ・公営住宅等の改善 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

公営住宅の身障・高
齢者向け改善戸数 

１５２戸 １６５戸 １５５戸 １２６戸 
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《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標３ 住宅市場全体の中での住宅セーフティネットの構築 

 ２）公営住宅の管理の適正化 
  ●公営住宅の入居資格の等の合理化 

        ・収入超過や高額所得者の他の公的賃貸住宅等への住み替え 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

収入超過者 ６８戸 ５１戸 ４５戸 （集計中） 

高額所得者 ５戸 ６戸 ６戸 ４戸 

  ●犯罪やＤＶ被害者への優先入居の推進、被災者の一時入居の体制等整備 

        ・府営住宅における犯罪被害者、ＤＶ被害者の優先入居（募集戸数） 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

犯罪被害者 ６戸 ６戸 ６戸 ６戸 

ＤＶ被害者 １戸 ０戸 ０戸 ０戸 

        ・東日本大震災の被災者に対する公営住宅等の提供（入居数） 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

京都府扱い ４７戸 ３３戸 ６戸 ０戸 

京都市扱い ４６戸 ２１戸 ５戸 ４戸 

その他市町扱い ４戸 ３戸 ３戸 １戸 

ＵＲ扱い １戸 １戸 １戸 １戸 12 



《重点目標Ⅰ》 府民安心の再構築 

◆目標３ 住宅市場全体の中での住宅セーフティネットの構築 

 ３）民間賃貸住宅を活用した取組 

  ●国における新たな住宅セーフティネットの仕組みを踏まえた対応 

        ・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録 

Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

登録戸数（累計） ６戸 １５戸 １７戸 

  ●住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅に円滑に入居できる仕組みづくりなど 

        ・見守り等を行う居住支援法人を指定 

        ・京都市居住支援協議会の指定サービス「見守っTELプラス」の導入 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

導入取扱店 ２店 ２２店 ２４店 ３４店 

Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

指定法人数（累計） １団体 ３団体 ６団体 
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《重点目標Ⅱ》 
地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標４ 

地域特性を活かした 

魅力あるまちづくり 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標４ 地域特性を活かした魅力あるまちづくり 

 １）地域の課題に対応した取組の推進 

  ●一人暮らしの若者と低廉な家賃で自宅の一室を提供する高齢者による異世代 
   マッチング制度を構築 

        ・次世代下宿「京都ソリデール事業」 

  ●空き家活用や交流拠点整備と一体となった団地再生など 
   ・八幡市男山団地における地域と一体となった団地の再生         
   ・堀川団地における伝統文化の振興と商店街活性化と一体となった団地再生 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

マッチング ４件 ４件 １３件 １５件 

改修補助 ２件 ３件 ４件 － 

   ・南丹市地域定住促進拠点施設整備事業 

南丹市における取組 

Ｈ２８年度 空き家を改修し、お試し住宅・ギャラリーとして活用 

Ｈ２９年度    〃    地域交流施設として活用 

Ｒ１年度    〃    定住・移住交流施設として活用 

２）地域力向上などを図るための各種団体との連携・活動支援 
  ●空き家活用や交流拠点整備と一体となった団地再生など 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標４ 地域特性を活かした魅力あるまちづくり 

 ３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策・取組支援 

  ●伝統的町屋など地域の居住文化を表す住宅の活用促進。維持の支援 

        ・京都市「京都市京町家の保全及び承継に関する条例」の制定（H29.11.16) 

  ●地域の特性を活かしたまちづくり活動促進のため、地域住民の参画と協働に 
   よる取組支援 

   ・地域の景観等と調和した府営住宅の整備（外壁改修） 

  ●歴史的町並みや良好な景観の保全・活用のため、地域資源を活用したまちづ 
   くり促進や地域に調和した公的賃貸住宅の整備 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

登録件数（累計） ２４件 ２６件 ２６件 ２６件 

        ・京都府景観資産登録制度の推進による地域の景観まちづくり活動を支援 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

実施棟数 ９棟 ７棟 ８棟 ９棟 
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《重点目標Ⅱ》 
地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標５  

地域における既存ストック 

住宅の活用促進と空き家対策 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標５ 地域における既存ストック住宅の 

活用促進と空き家対策 

１）既存ストックの質の向上と流通促進 

  ●既存住宅ストックの耐震化など性能向上に向けた支援と住宅リフォームへの 
   相談体制整備、事業者の技術力向上 

   ・住宅相談事業における建築士専門相談 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

耐震改修実施 １８７件 １４５件 ２１４件 ２０５件 

簡易改修実施 ７３２件 ７６４件 １,０９６件 ８６８件 

        ・住宅の耐震化を支援 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

相談件数 ６７件 ６４件 ７８件 ５８件 

   ・住宅、建築関係事業者の技術力向上を図るための講習会や技能指導の実施 

毎年度、耐震診断士養成講習会を実施 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標５ 地域における既存ストック住宅の 

活用促進と空き家対策 

１）既存ストックの質の向上と流通促進 

  ●良質な住宅の供給、流通のため建物の価値が適正に評価される制度の普及 

        ・長期優良住宅の普及促進 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

認定件数（累計） 14,596戸 16,337戸 18,271戸 20,218戸 

  ●マンションの適切な管理に向けたガイドラインの普及やセミナー開催等 

        ・京都市におけるマンションの管理に関するセミナー開催 

毎年度２回開催 

  ●老朽化したマンションの再生に向けた支援 

        ・京都市による分譲マンション建て替え大規模修繕アドバイザー派遣制度 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

派遣回数 
（対象マンション数） 

２６回 
（８） 

３５回 
（１０） 

２６回 
（１０） 

２５回 

（７） 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標５ 地域における既存ストック住宅の 

活用促進と空き家対策 

２）空き家対策 

  ●空家等対策推進特別措置法に基づく市町村等による対策 

        ・空家等対策計画の策定（市町村） 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

策定済（累計） ２市町村 ９市町村 １２市町村 １５市町村 

  ●「京都府移住の推進のための空家及び耕作放棄地等活用条例」に基づく取組 

        ・空き家と農家をセットにした移住促進の仕組みづくり 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

登録空家マッチング １７件 ６９件 ７７件 ６７件 

空家改修 １６件 ４８件 ４９件 ４５件 

空家流動化促進 ２１件 ５０件 ４１件 ４３件 

移住支援金 １件 ５件 １件 

移住者起業支援 １件 ７件 
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《重点目標Ⅱ》 
地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標６ 

世界の範となるべき地球環境 

 ・エネルギー問題への対応 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標６ 世界の範となるべき地球環境・ 

  エネルギー問題への対応 

１）あらゆる段階における長寿命化や省エネルギー化の推進 

  ●住宅の省エネ性能の向上に係る制度等の普及 

        ・低炭素建築物の新築等計画認定 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

認定件数 ３２件 ２７件 ２７件 ３５件 

  ●住宅の断熱改修、高効率な住宅設備機器への更新を支援 

        ・スマートエコハウス促進融資 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

融資件数 ５５件 ４０件 ２０件 ２０件 

  ●公営住宅等の計画的なストック活用による長寿命化 

        ・公営住宅等長寿命化計画の策定 

R１年度末時点 ： 京都府及び２０市町で策定済 
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《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標６ 世界の範となるべき地球環境・ 

  エネルギー問題への対応 

２）府内産木材の利用促進 
  ●公営住宅整備に係る府内産木材の活用 

        ・府営住宅における木材使用量 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

使用量 － ２４３㎥ ８６㎥ － 

  ●すべての住宅の新築・増築に府内産木材の仕様を促進 
        ・府内産木材を使用する住宅数 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

戸数（累計） 2,375戸 2,640戸 2,904戸 3,137戸 

３）家庭での省エネ省ＣＯ２意識の向上 

  ●府民のエネルギー使用量やＣＯ２排出量抑制の意識向上 
        ・ＨＥＭＳ（ホームエネルギーマネジメントシステム）補助金 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

補助対象 ２３７件 ２５６件 １４７件 １７３件 

補助額 16,230千円 14,256千円 7,914千円 6,695千円 23 



《重点目標Ⅱ》 地域共生の実現と京都力の発揮 

◆目標６ 世界の範となるべき地球環境・ 

  エネルギー問題への対応 

４）家庭での再生可能エネルギーの導入拡大 

  ●住宅の太陽光発電、蓄電池の導入を市町村と連携して支援 

        ・家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置事業 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

補助対象 ２９９件 ４３９件 ５００件 ５７０件 

補助額 93,124千円 132,780千円 153,942千円 117,649千円 

        ・家庭向け相談窓口（再生可能エネルギーコンシェルジュ認証） 

Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 

認証実績（累計） １４５人 ２５５人 ３０６人 ２８６人 
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《重点目標Ⅲ》 
 府民安全の確保（災害等への備え） 

◆目標７ 

  災害対策等の推進による 

 府民安全の確保 
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《重点目標Ⅲ》 府民安全の確保（災害等への備え） 

◆目標７ 災害対策等の推進による府民安全の確保 

１）既存住宅の耐震化の促進 

  ●耐震化の促進による住宅の減災化の取組 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

耐震改修実施 １８７件 １４５件 ２１４件 ２０５件 

簡易改修実施 ７３２件 ７６４件 １,０９６件 ８６８件 

        ・住宅の耐震化を支援（再掲） 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

設置件数 ４件 ２件 ２件 ０件 

        ・耐震シェルター設置 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

木造住宅 ８１８戸 ６０２戸 １,０９０戸 ５９０戸 

マンション ８６戸 ２６６戸 ３２３戸 ３０戸 

        ・耐震診断 
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《重点目標Ⅲ》 府民安全の確保（災害等への備え） 

◆目標７ 災害対策等の推進による府民安全の確保 

１）既存住宅の耐震化の促進 

  ●木造住宅耐震診断士の養成 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

診断士登録 １３人 １１人 ３６人 １０人 

講習会開催 ２回 １回 ３回 １回 

        ・耐震診断士の登録や育成 

２）各種の災害に対するハード面・ソフト面での防災・減災の 
  総合的な取組 

  ●雨水タンクの設置支援浸水被害の軽減 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

設置実績 ５３８基 ３４８基 ３３４基 ３４２基 

        ・家庭用雨水タンク(マイクロ呑龍)の設置補助 
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《重点目標Ⅲ》 府民安全の確保（災害等への備え） 

◆目標７ 災害対策等の推進による府民安全の確保 

２）各種の災害に対するハード面・ソフト面での防災・減災の 
  総合的な取組 

  ●自治会・町内会等に対する支援を通じ地域防災コミュニティを強化 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 

開催回数 ５０回 ３３回 ４０回 

        ・マルチハザード情報活用指導員による地域住民等への講座 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

開催地 南丹市 八幡市 綾部市 長岡京市 

参加団体 約７０機関 約７０機関 約８０機関 約８０機関 

参加人数 約1,000名 約1,000名 約1,000名 約1,000名 

        ・総合防災訓練等実施事業 
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《重点目標Ⅲ》 府民安全の確保（災害等への備え） 

◆目標７ 災害対策等の推進による府民安全の確保 

３）公的賃貸住宅における災害対策等の推進、地域防災への 
  貢献 

  ●災害時の被災者受け入れ、一時的避難や恒久住宅としての公営住宅の活用 

        ・東日本大震災の自主避難者に対する府営住宅の優先入居 

（一社）プレハブ建築協会と協定締結 （H8.8.1) 

（一社）全日本木造建設事業協会と協定締結 （H29.9.1) 

        ・応急仮設住宅の建設に関する関係団体との協力体制の構築 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

募集戸数 ３７戸 ３０戸 ２９戸 １５戸 

  ●大規模災害時に早期に応急仮設住宅が建設できるための取組 
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《横断的効果促進目標》  

◆目標８ 

  住まいに関する情報提供と 

 住教育による府民の住まい 

 力の向上 
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《横断的効果促進目標》 

   ◆目標８ 住まいに関する情報提供と住教育による府民の 

       住まい力の向上 

 

１）住情報の提供 

        ・各種制度や支援に関する情報の伝わりやすく効果的な提供 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

子ども、親子向け講座 １０回 ８回 ９回 ６回 

学校での試行授業 毎年実施 

２）住教育に係る幅広な取組 
  ●子どもたちに対して住まいに関する基礎的な知識等を学ぶ機会の提供 

        ・京都市における京都らしい暮らし方を学ぶ機会の提供 
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《横断的効果促進目標》 

   ◆目標８ 住まいに関する情報提供と住教育による府民の 

       住まい力の向上 

 
３）住生活にかかる各種相談窓口の連携・一元化や専門家との 
  連携等 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

相談件数 2,362件 2,420件 2,648件 2,291件 

うち、建築士専門相談 ６７件 ６４件 ７８件 ５８件 

 〃   弁護士専門相談 ４１３件 ４１９件 ４５７件 ４２１件 

  ●住まいに関し府民が利用しやすい相談窓口の整備・充実 

        ・京都府住宅供給公社への住宅相談業務委託と専門相談の実施 

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 

情報提供件数 ７５件 ６５件 １４４件 ２００件 

  ●住まいのほか、福祉や雇用などの総合的なワンストップの窓口の整備 

        ・高齢者情報センターでの住まいに関する情報提供 
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